
千代田町（ちよだまち）

＜行政組織＞

①議会(H15.3.1 現在)

議長 関 利夫 副議長 矢口 栄造

任期 H19.1.31 定数 20 名 現議員数 20 名

党派別 公明 2 共産 1 無 17

②三役(H15.3.1 現在)

長 鈴木 三男 任期 H13.4.25～H17.4.24

助役 幕内 岑夫 収入役 大山 健

③職員数 （人）

H12 年度 H13 年度 H14 年度
職員数

263 272 268

普通会計 242 一般行政職 159

うち施設関係 81 技能労務職 35

企業職 7職員一人

当たり住民数
98.2

消防職 0

公営事業会計 30 教育職 1

職員構成

(H14.4.1)

合計 272 その他 66

④機構図（H15.3.1 現在）
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＜概要＞

①沿革

昭和 29 年 3月 20 日 合体 志筑村 新治村 七会村

平成 4 年 1 月 1 日 町制施行

②地勢・風土等
千代田町は茨城県のほぼ中央にあり,霞ヶ浦の西,東京へ 70km,水戸へ約 38km,筑

波研究学園都市へ約10kmの至近距離にあり,梨・栗・柿・いちご・ぶどうなどのふれあ

いフルーツランドとして,多くの観光客が来町している。

地形は,東西,南北とも 9km のほぼ 5 角形をしており,面積は 48.5ｋ㎡である。町の大

部分は標高 25m 程度の台地からなり,北西に筑波山系の山々をはいし,北東に恋瀬

川,中央に天の川が流れ,低地は水田,台地は畑,平地林,集落として利用している。

町の中央を常磐自動車道,国道 6 号線が走り,千代田石岡インターチェンジが設置さ

れ,町の南端には,JR 常磐線神立駅が設置されている。

本町全域が土浦・阿見都市計画区域に指定され,南部の 5.45ｋ㎡が市街化区域に,

残る市街化調整区域は農業振興地域である。

市街化区域については,都市施設の整備をはかり,良好な居住環境づくりを進め,農

業振興地域については,農業生産基盤の整備を進める一方,生活環境の整備に取り

組むなど,都市と農村の調和ある発展,本町に住むすべての人々が『心豊かに暮らせ

るまちづくり』をすすめている。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H15.3.1）

男 12,511 13,547 13,644 13,692

女 11,828 12,674 13,016 13,136
人

口

(人) 合計 24,339 26,221 26,660 26,828

世帯数 7,323 8,435 8,922 9,138

④有権者数（H14.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 10,794 10,253 21,047 13.1％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 11 年度）

市町村内総生産 749 億円 就業者 1人当たり 6,569 千円

住民所得 767 億円 人口 1 人当たり 2,855 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H11 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 2,389 3.2％ 1,387 9.92％

第 2 次 28,622 38.2％ 5,022 35.91％

第 3 次 45,811 61.1％ 7,340 52.48％

総額・総数 74,953 ― 13,985 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1,282 1,866 429（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H13.1.1～H13.12.31)

製造業

(H13.12.31)
43 1,891 54,833

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)
卸・小売業

(H14.6.1)
231 1,680 41,602

④特産物

梨、栗、柿、ぶどう、いちご、梨ワイン

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>315-8512 新治郡千代田町上土田 461

<Tel> 0299-59-2111 <Fax> 0299-59-2130

<HP>http://www..chiyoda-ibaraki.jp

<e-mail>info@chiyoda-ibaraki.jp

ロ ゴ マ ー ク

類型 Ⅵ-3 ｺｰﾄﾞ番号 084646 面積 48.50k ㎡

都市開発 ごみ処理、消防、介護保

険認定審査会、し尿処

理、火葬場、老人福祉、

教育

水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H12 決算 H13 決算 増減率

歳 入 8,406,795 8,044,148 -4.3

歳 出 7,882,173 7,424,614 -5.8

形式収支 524,622 619,534 ―

実質収支 444,201 341,288 ―

単年度収支 202,721 -102,913 ―

実質単年度収支 203,327 -22,050 ―

②主な歳入・歳出（平成 13 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 8,044 ― -363 -4.3

地方税 2,900 36.1 32 1.1

地方交付税 2,289 28.5 -140 -5.8

国庫支出金 426 5.3 -242 -36.2

地方債 266 3.3 49 22.3

その他 2,162 26.9 ― ―

歳 出 7,425 ― -458 -5.8

義務的経費 3,093 41.7 0 0

人件費 1,947 26.2 75 4.0

扶助費 377 5.1 4 18.2

公債費 768 10.3 4 0.5

投資的経費 1,067 14.4 ― ―

普通建設事業費 1,067 14.4 -919 -46.3

うち補助 197 2.7 -582 -74.7

うち単独 865 11.6 -342 -28.3

その他の経費 3,265 44.0 ― ―

③主要指標（平成 13 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H14） 2,737 百万円

基準財政需要額（H14） 4,856 百万円

標準税収入額等（H14） 3,601 百万円

標準財政規模（H14） 5,716 百万円

財政力指数（H12～14） 0.553

経常収支比率 79.3 ％

公債費負担比率 11 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 9 ％

税の徴収率（現年） 97.4

税の徴収率（合計） 90.0

ラスパイレス指数(H14.4.1) 95.5
④将来にわたる財政負担(単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 5,704,073 99.8

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 87,056

実質債務残高( C A+B) 5,791,129 101.3

積立金現在高（D） 1,282,554 22.4

将来にわたる財政負担（E C-D） 4,508,575 78.9

⑤市町村税の状況（平成13年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

1,427,637 1,275,997市町村民税

（構成比） （44.3） （44.0）
89.4

1,556,758 1,416,213固定資産税

（構成比） （48.3） （48.8）
91.0

239,779 207,951その他の税

（構成比） （7.4） （7.2）
86.7

合計 3,224,174 2,900,161 90.0

＜公共施設整備状況＞（平成 13 年度）

小学校 6 校 老人福祉施設 1 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 20 ヶ所

幼稚園 1 園 道路改良率 7.0％

保育所 4 ヶ所 道路舗装率 61.4％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 79.2％

公営住宅 0 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 8.7 ㎡ 上水道等普及率 90.4％

公民館等 1 ヶ所 排水等処理率 76.4％

体育館 2 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
87.5％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

安全快適なみち

緊急整備事業

H14

～

H17

町道 51 号線の改良整備

213

（仮）第三児童館

建設事業

H15

～

H16

児童館の建設

39

志筑小学校移転

用整備事業

H8

～

H20

学校用地取得

移転用地文化財発掘調査

校舎の建設
1,976

向原土地区画整

理事業助成事業

H13

～

H16

土地区画整理事業に対する助成

501

電子自治体事

業

H15

～

H17

LGWAN やいばらきブロードバンドネッ

トワーク及び地域イントラネットの整

備
105

②今後の主要課題・特色ある行政等

〈主要課題等〉

・行政改革，財政健全化の推進

・電子自治体化の推進

・教育環境の整備

・児童福祉施設の整備

・生活環境の整備


